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■海外情報 

★IEA Global EV Outlook 2023 のエグゼクティブサマリー 

   
出典：Global EV Outlook 2023: Catching up with climate ambitions (windows.net) 
 
◆◆概 要◆◆ 

Global EV Outlook は、世界の電気自動車の最近の動向を特定・議論するための年次刊行物である。電気自

動車イニシアティブ（EVI）※のメンバーの支援を受けて作成されている。 

本報告書では、過去の分析と 2030 年までの予測を組み合わせ、電気自動車や充電インフラの導入、バッテ

リー需要、電力消費、石油代替、温室効果ガス排出、関連する政策展開などの主要分野について考察してい

る。また、電気自動車普及のための政策枠組みや市場制度について、政策立案者や関係者に情報提供するた

め、主要市場から得られた教訓の分析も含まれている。 

 

今回は、EV 関連企業の財務状況、EV 関連技術へのベンチャーキャピタル投資、EV の貿易に関する分析を

記載した。最後に、世界の EV 統計や予測、政策施策などを双方向で探せるオンラインツール「Global EV Data 

Explorer」「Global EV Policy Explorer」を公開している。 

 

本報告書は、2023 年末に開催される次回の国連気候変動会議 COP28 に向けて最終決着されるパリ協定の

最初の実績評価を IEA が支援する一環である。このシリーズの他のレポートは、IEA の「Global Energy 

Transitions Stocktake」のページを参照。 
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※ EVI ： Electric Vehicles Initiative 

EVI は、世界中で電気自動車の普及を加速させることが目的。世界の主要経済国のエネルギー大臣による

ハイレベル対話である「クリーンエネルギー大臣会」（G20 エネルギー大臣会合）の下で 2010 年に設立。電

気自動車に関連する政策課題の理解、各国政府の課題取組支援、知識共有のためのプラットフォームとし

て機能 
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◆◆エグゼクティブサマリーの要約◆◆ 

電気自動車の販売は 2023 年を通して続くと予想される勢いで新記録を更新 

2022 年の電気自動車販売台数は 1,000 万台を超え、指数関数的な成長を遂げている。2022 年に販売

されたすべての新車の 14％が電気自動車であり、2020 年の 5％未満、2021 年の約 9％から増加した。三

つの市場が世界の主たるマーケットであった。中国は再び市場をリードしており、世界の電気自動車販売

の約 60%を占めている。現在、世界中の道路を走行する電気自動車の半分以上が中国に存在し、中国は

すでに 2022 年の新エネルギー車の販売目標を超えている。ヨーロッパは二番目に大きな市場であり、

2022 年の電気自動車販売台数は 15％以上増加した。これは、販売台数の 5 台に１台以上が電気自動車

であったことを意味する。3 番目に大きな市場である米国での電気自動車の販売は、2022 年に 55%増加

し、販売シェアは 8％に達した。 

 

電気自動車の販売台数は、2023 年を通して好調を維持すると予想されている。第 1 四半期には 230 万

台以上の電気自動車が販売され、前年同期比で約 25％増となった。現在のところ、今年後半から新規購

入が加速し、2023 年末には前年同期比 35％増の 1,400 万台の販売を見込んでいる。その結果、電気自動

車は暦年で自動車販売台数の 18％を占めるようになる可能性がある。国の政策やインセンティブが販売を

後押しする一方、昨年のような異例の原油高に戻れば、購入希望者の意欲をさらにかき立てることになる

であろう。 

 

新興の EV 市場は、マーケットは小さいが、有望な兆しが見えている。電気自動車の販売台数は、一般

的には主要マーケット以外では少ないが、2022 年はインド、タイ、インドネシアで成長の年となった。これら

の国の電気自動車の販売台数を合計すると、2021 年に比べて 3 倍以上に増え、80,000 台に達した。タイ

の場合、2022 年の総販売台数に占める電気自動車のシェアは 3％を少し超える程度で、インドとインドネシ

アは昨年平均で 1.5％程度だった。インドでは、政府の 32 億米ドルのインセンティブプログラムに支えら

れ、合計 83 億米ドルの投資が集まり、EV や部品の製造が活発化している。また、タイとインドネシアは政

策的な支援策を強化しており、EV の普及を目指す他の新興国にとって貴重な経験となる可能性がある。 

 

画期的な EV 政策が、気候変動への挑戦に近い EV の見通しを後押ししている 

主要な自動車マーケットにおける市場動向と政策努力が、電気自動車販売の明るい見通しを支えてい

る。IEA の公表政策シナリオ（Stated Policies Scenario：STEPS※)では、既存の政策と確実な目標に基づく

電気自動車販売のシェアが、前回の見通しの 25%未満から、2030 年には 35%に増加すると世界的に予測さ

れている。予測では、STEPS では中国が 2030 年に販売台数の 40％を占め、電気自動車の最大市場とし
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ての地位を維持する。米国は、最近の政策発表が需要を後押しし、10 年後までに市場シェアを 20%に倍増

させ、欧州は現在の 25%のシェアを維持する。 

 

※ 訳者注  

IEA の「World Energy Outlook」では、以下の三つのシナリオに基づいた分析を行っている。シナリオ分析とは、行動を起

こすこと／起こさないことによって生じる可能性がある、それぞれの未来の姿を分析しているもの。IEA は、このシナリオ

分析は「これから起きることを予測しているものではない」としている。 

（１）現行政策シナリオ（Current Policies Scenario）：世界各国が今の政策を何も変更せずに、現在の道をそのまま歩み

続けた場合にどうなるかを示したシナリオ 

（２）公表政策シナリオ（Stated Policies Scenario）：世界で公表されている政策イニシアティブなど、各国政府の現在の

計画を組み込んだシナリオ)  IEA は、3 種類のシナリオのうち、このシナリオを中心シナリオ（Central Position）と

位置づけている。 

（３）持続可能な開発シナリオ（Sustainable Development Scenario）：「パリ協定」で定められた目標を完全に達成するた

めには、どのような道筋をたどることになるかを分析したシナリオ 

出典：経産省 HP https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/world_energy_outlook2019.html 

 

主要な自動車マーケットにおける電気自動車の需要予測は、現在の政策環境において、エネルギー市

場や気候目標に大きな影響を与える。既存の政策に基づき、STEPS では自動車交通における石油需要は

2025 年頃にピークに達すると予測され、電気自動車によって代替される石油量は 2030 年には 1 日あたり

500 万バレルを超えるとされている。STEPS では、2030 年に電気自動車の使用により約 7 億トン（CO2 換

算）の排出が回避される。 

 

EU と米国は、それぞれの電動化の挑戦目標に見合った法案を成立させた。EU は、Fit for 55 パッケー

ジで定められた 2030 年の目標に沿った乗用車とバンの新しい CO2 基準を採用した。米国では、インフレ

抑制法（IRA）と、カリフォルニア州の先進クリーンカーII ルールの多くの州での採用と相まって、2030 年に

は国家目標に沿った電気自動車の市場シェア 50％を実現する可能性がある。米国環境保護庁が最近提

案した排ガス規制の実施により、このシェアはさらに拡大することが予想される。 

 

EV の拡大見通しに後押しされ、電池製造の拡大が続いている。2023 年 3 月現在、2030 年までの電池

生産能力に関する発表は、政府公約から必要となる需要を満たすのに十分であり、2050 年までのネットゼ

ロエミッション・シナリオにおける電気自動車の需要をカバーすることも可能である。したがって、現在の政

府政策や国家目標に基づいて予想されるよりも、電気自動車の販売シェアが高くなる可能性は十分にあ

る。 

 

投資と競争の増加に伴いより手頃な価格のモデルがマーケットに出回る 

2022 年の世界の電気自動車への投資は 4,250 億米ドルを超え、2021 年比で 50％増となった。この投

資のうち、政府の支援に起因するものはわずか 10％で、残りは消費者によるものである。投資家も EV へ

の信頼を維持しており、2019 年以降、EV 関連企業の株価は従来の自動車メーカーを常に上回っている。
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EV やバッテリー技術を開発する新興企業へのベンチャーキャピタル投資も好調で、2022 年には 2021 年

比で 30％増の約 21 億米ドルに達し、バッテリーや重要鉱物への投資が増加した。 

 

2022 年には、SUV と大型車が電気自動車の選択肢の大半を占めた。中国と欧州では BEV の選択肢

の 60%を占め、米国ではさらに大きな割合を占めている。これは、内燃機関自動車市場で見られる SUV へ

の傾向と同様である。2022 年に、内燃機関 SUV は 1 ギガトン以上の CO2 を排出し、その年の電気自動車

による 8,000 万トンの純排出削減量をはるかに上回る量となる。バッテリー駆動の SUV は、小型車に比べ

て 2～3 倍の大きさのバッテリーを搭載していることが多く、より多くの重要な鉱物を必要とする。しかし、昨

年の SUV の電気自動車は、1 日あたり 15 万バレル以上の石油消費量を削減し、エンジンで燃料を燃やす

ことで発生するはずだったテールパイプ排出を回避することに成功した。 

 

電気自動車市場における競争は激化している。主に中国からの新しい参加者、また他の新興市場から

も、より手頃な価格のモデルを提供する新規参入者が増えている。特に欧州では、大手既存自動車メーカ

ーも意欲を高めており、2022 年から 2023 年にかけて、フル電気自動車、より安価な乗用車、投資の拡大、

バッテリー製造や重要鉱物との垂直統合など、EV に関する重要な発表が相次いだ。 

 

消費者は、増え続ける選択肢の中から電気自動車を選ぶことができる。利用可能な電気自動車のモデ

ル数は 2022 年に 500 に達し、2018 年における利用可能な選択肢の 2 倍以上となる。しかし、中国以外で

は、EV の大量導入を可能にするために、OEM（相手先商標製品製造会社）が手頃な価格の競争力あるオ

プションを提供する必要がある。現在、利用可能な電気自動車モデルのレベルは、市場にある ICE オプショ

ンの数よりまだ大幅に低いが、ICE モデルの数は 2010 年代半ばをピークに着実に減少している。 

 

電気自動車の普及に伴い、より多くの車種の電動化に傾注  

道路交通の電動化は、自動車だけにとどまらない。二輪車や三輪車は、現在最も電動化されている市場

セグメントであり、新興国や発展途上国では、自動車の数を上回っている。2022 年のインドの三輪車登録

台数の半分以上が電気自動車であり、政府のインセンティブや、特に燃料価格の上昇を背景に従来型と比

較して低いライフサイクルコストにより、その人気が高まっていることを示している。多くの発展途上国では、

二輪車や三輪車は手頃な価格でモビリティを手に入れることができるため、その電動化は持続可能な開発

を支援するために重要である。 

 

商用車の保有も電動化が進んでいる。小型電気商用車（LCV）の世界販売台数は、LCV 全体の販売台

数が 15%近く減少する中、2022 年には 90%以上増加し、31 万台以上となった。2022 年には、世界で約

66,000 台の電気バスと 60,000 台の中型・大型トラックが販売され、バス販売全体の約 4.5％、トラック販売

全体の約 1.2％に相当する。都市部の密集地など、政府が公共交通機関の排出量削減に取り組んでいる

地域では、電気バスの販売比率はさらに高く、例えばフィンランドでは、2022 年に電気バスの販売比率が

65％を超えた。 
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大型車の電動化に対する意欲は高まっている。2022 年には約 220 の大型電気自動車モデルが市場に

投入され、100 を超える OEM が提供するモデルは 800 を超えた。また、米国と EU は、大型車に対する排

出ガス規制の強化を提案している。 

 

政策決定において EV サプライチェーンと電池が注目されている 

電気自動車の需要増は、電池と関連する重要鉱物の需要を促進している。自動車用リチウムイオン電

池の需要は、主に電気乗用車の販売台数の伸びにより、2021 年の約 330GWh から 2022 年には約

550GWh と約 65%増加した。2022 年には、リチウムの約 60％、コバルトの約 30％、ニッケルの約 10％が

EV 用電池の需要となっている。わずか 5 年前には、これらのシェアはそれぞれ約 15％、10％、2％であっ

た。重要な材料の必要性を減らすことは、サプライチェーンの持続可能性、強靭性、安全性にとって重要で

あり、特に電池材料の最近の価格動向を考慮すると重要である。 

 

従来のリチウムイオンに代わる新しい電池が増えつつある。リチウム鉄リン酸塩のシェアは、主に中国

が牽引し、過去最高を記録した。リチウムフリーのナトリウムイオン電池のサプライチェーンも確立されつつ

あり、100GWh を超える製造能力が現在稼働中または発表されており、そのほとんどが中国にある。 

 

EV のサプライチェーンは拡大しているが、製造は依然として特定の地域に高度に集中しており、バッテ

リーや EV 部品の貿易では中国が主役となっている。電気自動車輸出台数の中で、中国から輸出される割

合は、2021 年は 25%であったが 2022 年は 35%となった。ヨーロッパは、電気自動車とそのバッテリーの両

方において、中国にとって最大の貿易相手国である。2022 年、中国で製造され欧州市場で販売される電気

自動車のシェアは、2021 年の約 11%から 16%に増加した。 

 

多様化によるレジリエンス構築のため、EV サプライチェーンは EV 関連の政策立案の最前線になること

が多くなっている。EU が 2023 年 3 月に提案した「Net Zero Industry Act」は、EU の年間電池需要の 90％

近くを EU の電池メーカーで賄い、2030 年には少なくとも 550GWh の製造能力を持つことを目指している。

同様に、インドでは、PLI（Production Linked Incentive）制度を通じて、電気自動車と電池の国内製造を促

進することを目指している。米国では、インフレ抑制法（IRA）において、クリーンカー減税の適用基準とし

て、EV、EV 用電池、電池鉱物の国内サプライチェーンの強化が強調されている。その結果、2022 年 8 月

から 2023 年 3 月にかけて、大手 EV・電池メーカーは IRA 後、北米における EV サプライチェーンに少なく

とも 520 億米ドルの累積投資を発表しており、そのうち 50％が電池製造、約 20％ずつが電池部品と EV 製

造である。 

 

 


